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積水化学が得意とする管路更生工事を　包括業務に組み込むことで、
管路の長寿命化を早期に実現し、住民の  皆さまへ安心・安全・快適をお届けします！

蓄積したノウハウと実績と共に、
新たな維持管理のあり方である
「管路包括」のパイオニアとして
下水道事業に貢献いたします。

道路の陥没管路の劣化マンホールからの溢水

下 水 道 管 路の 維 持 管 理 で
お 困り事 は ありませんか？

下水道管路 P P P の 豊 富な実績があります。

修繕・改築

計画的
維持管理

日常的
維持管理

調 査

計 画

ISOに基づくアセットマネジメント
国際規格ISO55001に則ったアセット
マネジメントを実践します。地元企業
との連携で、計画的に維持管理を
実施するとともに、住民対応や緊急
対応に備えます。

管路更生工法
中・大口径管路向け「SPR工法」は非
開削で通水しながら施工可能。
小口径管路には形状記憶塩ビ管を
蒸気で円形復元し、既設管に密着する
「オメガライナー工法」を品揃え。

劣化調査・診断システム
波形で管体の劣化を定量的に判定
できる「衝撃弾性波検査法」や管内
全周を展開撮影可能な「画像展開シ
ステム」で、的確な改築・修繕の優先
順位を提案します。

ストックマネジメント計画
目標とするサービス水準を明確に
定め、管路の現状を点検・調査等に
よって客観的に把握・評価し、点検・
調査と修繕・改築を一体的に捉えた
計画を策定します。

2014年4月より
業務開始

河内長野市 岩見沢市
2015年4月より

積水化学北海道（株）にて業務開始

堺 市
2016年4月より
業務開始

柏 市
2018年10月より
業務開始

大阪府

大阪狭山市
2016年4月より
業務開始

大阪府北海道 大阪府 千葉県
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様々な課題を抱える下水道

老朽化が進むと様々な問題・不具合が発生します。
日本のインフラ資産総額は953兆円あり
下水道はその1割強の98兆円を占めます。

粗資本ストックベースの
インフラの規模とセクター別内訳
出典：内閣府政策統括官「日本の社会資本2017」

下水道は生活に欠かせないインフラです。

そのうち7割の

約69兆円が
管路施設です。

問題が発生してからの対応では、
人員や予算の計画が難しくなります。

予防保全が
大切になります。

継手のズレが
起きると…

老朽化対策のための人員や予算も不足しています。
「予算」
耐用年数を超えたイン
フラを健全に保つため
の維持費・改築費が急
激に増加している。

維持費
改築費

UP

「人員」
インフラ管理の担い手
である公共団体の職員
数が減少している。

職員数 DOWN

木根が
侵入すると…

うち7割が
管路

うち3割が
処理場

インフラの老朽化対策待ったなし!

全国で年間3,000件超の
道路陥没が発生しています！

住民からの通報の多くが
下水管、取付管の詰まりです！

処理水の増大は、下水道
運営の負担となります！

土砂が管の中に
引き込まれ、

道路の陥没に至
ります 雨水が侵入し、

処理場の負荷が
増大します 悪臭や詰まりが

発生し、

溢水の原因にな
ります

合計
953兆円下水道

98兆円

水道

  道路
（港湾、鉄道等）

住宅、
 文教施設等

  農林漁業等

今後、管路は一気に老朽化していきます。

管きょの耐用年数は50年。
今後50年経過管が急増する
とみられています。

出典：国土交通省管路施設の年度別管理延長（2021年度末）

50年経
過管
が
急 
増

管
路
管
理
延
長
の
推
移
（
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）
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官側、民側それぞれにメリットがあり、下水道の運営がスムーズになります。

シナジーによる相乗効果

●予防保全型維持管理の実現

●維持管理コストの
　増加を抑制

●破損などの不具合減少

●業務の「見える化」

●住民への安心・安全の提供

●職員の負担軽減→働き方改革

●住民サービス水準の維持・向上

●インフラの強靭化・早期長寿命化

●事業機会・収益機会の獲得

●インフラ管理ノウハウの習得

●独自技術やノウハウの発揮

●製品生産効率の向上

●技術開発の促進

●自治体や住民に対する
　プレゼンス向上

P P P に よ り 、安 定 し た 下 水 道  事 業 の 運 営 が 可 能 に な り ま す 。

官と民が連携した解決策、
それがPPPです！

官側の
メリット

民側の
メリット

自治体 受託者

複数業務の複数年での委託（発注）形態です。PPPの手法は、運営への民間関与度や民間資金の有無により、さまざまです。

行政はPPPを推進するさまざまな施策を打ち出しています。

発揮すべき性能を規定し、その実現手法に自由度を付与

建設工事 維持管理

A-1工区

B-1工区

C-1工区

A-1工区

B-1工区

C-1工区

A地区点検

B地区調査

C地区調査

設 計 設 計 建設工事 維持管理

A-2工区

B-2工区

C-2工区

A-2工区

B-2工区

C-2工区

A地区点検

B地区調査

C地区調査

平成X年 平成X+1年度

パッケージ（包括）化

P P Pのメリット

行政のP P Pへの取り組み

P P Pの手法 包括的民間委託とは

2012年度～
PPP/PFIの活用に関する検討会

2015年度～
下水道における新たな
PPP/PFI事業の促進に向けた検討会

2017年度～
同 民間セクター
分科会

2022年度～
コンセッション
分科会

包括的
民間委託

直営
公共事業

従来型
個別委託

運営への民間関与度

PFI コンセッション

民間事業
ＰＰＰ

低

民
間
資
金
の
導
入
あ
り

民
間
資
金
の
導
入
な
し

運営への民間関与度 高

2014年度

2017年度

「新下水道ビジョン」

「新下水道ビジョン」
 加速戦略検討会

2015年度
PPP/PFI優先的検討に関する通知

2023年度
社会資本整備総合交付金の交付にあたり、
PPP/PFIの導入に関する民間提案を求め
適切な提案を採用する要件の導入通知

2016年度
「下水道事業における
 PPP/PFI手法選択のためのガイドライン（案）」

2021年度
「公共施設等運営権及び
  公共施設等運営事業に関するガイドライン」

2019年度
「下水道管路施設の管理業務における
 包括的民間委託導入ガイドライン（改正）」

2022年度
「PPP/PFI手法選択ガイドライン改正」

2022年度
「PPP/PFI 手法導入優先的検討規程
 策定の手引」

PF I（Private Finance Init iative）
公共施設等の整備や運営・維持管理に民間
の資金とノウハウを活用し、公共サービスの
提供を民間主導で行なう方式

コンセッション
利用料金の徴収を行なう公共施設について、
施設の所有権を公共が有したまま、施設の
運営権を民間に設定する方式

PPP（Public Private Partnership）
行政と民間が連携して公共サービスの
提供を行なう手法を幅広く捉えた概念

2015年度
下水道法の改正

PFI法の改正
（維持管理・更新の重点化）

（コンセッション事業の
 円滑な実施）

概要：人口10万人以上の自治体は、PPP/PFI
の導入に関する民間提案に対する受付窓口の
設置、実施見通しを公表することを交付金交付
の要件化
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PDCA

積水化学が考える
下水道管路の包括的民間委託

下水道管路アセットマネジメント・長寿命化の包括事業
想定される事業スキーム

2段階の事業で改築工事を含む包括的民間委託を実現

自治体

協力

地元企業

地域住民

業務
分担

業務委託契約

サービス

積水化学
＋パートナー企業

修繕・改築

計画的
維持管理

日常的
維持管理

調 査

統括管理

計 画

1期目事業
（2～3年程度）

1年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目2年目 3年目

2期目事業
（5年程度）

改築工事

スクリーニング
調査

スクリーニング
調査( ）詳細調査

統括管理（マネジメント）

詳細調査

改築計画
改築計画

巡視点検、管清掃 等

住民対応、災害対応 等

ストックマネジメント計画

３
期
目

１期目事業 2期目事業
①業務全体を統括管理
②2期目での改築予定エリアのスクリーニング
調査と詳細調査
③調査結果からストマネ計画、改築計画を策定 
⇒2期目改築箇所の確定
④2期目改築の実施設計    
⇒工事金額確定
⑤定期的な巡視点検や清掃などの計画的維持管理、
住民対応などの日常的維持管理

①業務全体を統括管理
⑥3期目改築予定エリアのスクリーニング調査と詳細
調査
⑦調査結果からストマネ計画見直し、改築計画を策定 
⇒3期目改築箇所の確定
⑧3期目改築の実施設計     
⇒工事金額確定
⑨1期目で実施設計を行った改築工事を実施
⑩計画的維持管理、日常的維持管理を実施

受託期間 受託者名
1期目事業（2015・2016年度）
2期目事業（2017～2021年度）

積水化学北海道（株）
同

3期目事業（2022～2026年度） 同

●雪解け時期の集中点検
●冬季の凍上による路面段差対策

岩見沢市

民間ならではの創意工夫の発揮

受託期間 受託者名

1期目事業（2016～2018年度） 藤野興業・トキト・利晃建設・積水化学・
日水コン・都市技術センター 共同企業体

2期目事業（2019～2022年度）

3期目事業（2023～2027年度）

藤野興業・トキト・利晃建設・積水化学・日水コン・
クリアウォーターOSAKA 共同企業体
トキト・藤野興業・利晃建設・積水化学・日水コン・
クリアウォーターOSAKA 共同企業体

●政令市での初実績
●マネジメント面で地元企業中心のＪＶを支援

堺　市
堺市南部エリアの
管路マネジメント

受託期間 受託者名

1期目事業（2018年～2022年）
柏市公共下水道管路施設包括的予防保全型維持管理業務共同企業体

（ ）積水化学・奥村組・柏管更生有限責任事業組合・東葛環境整備事業協同組合・管清工業・東京設計事務所・
パシフィックコンサルタンツの7者による共同企業体

柏　市
全国初の改築工事を主体とした包括民間委託
●予防保全型業務を中心とした包括業務　●ストックマネジメントの実践

PPPによる管路の
アセットマネジメントを検討してみませんか。

予防保全の考えに基づい
た中長期的なストックマネ
ジメント計画を策定

ストックマネジメント計画
ストックマネジメント計画
に基づき、管更生技術等を
活用して修繕・改築を実施

修繕・改築

巡視点検、清掃等の計画的
に実施できる維持管理

業務の実施状況を自ら定
期的にチェック・評価し、改
善に向けた取り組みを検討

計画的維持管理 セルフモニタリング

管路包括の受託実績

受託期間 受託者名

1期目事業（2014・2015年度）

3期目事業（2021～2025年度）

2期目事業（2016～2020年度）

積水化学・管清工業・日水コン・
都市技術センター・藤野興業 共同企業体

藤野興業・積水化学・管清工業・日水コン・
クリアウォーターOSAKA 共同企業体

同

●ストックマネジメント計画
●本管改築工事、テレビカメラ調査

河内長野市

市内全域の管路マネジメントに
本管改築工事がパッケージ化

受託期間 受託者名

1期目事業（2016～2020年度）

2期目事業（2021～2025年度）

積水化学・管清工業・藤野興業・
日本インシーク・都市技術センター 共同企業体
積水化学・管清工業・藤野興業・
日本インシーク・カンキョウ 共同企業体

●５年間の本管改築工事
●一括設計審査により交付金を活用

大阪狭山市

本管改築工事を含む初の事例に
ポンプ場管理が加わる

不具合への緊急対応、住民か
らの苦情・問い合わせ対応、
災害時の応急対応等の計画
的に実施できない維持管理

日常的維持管理

パッケージ（包括）化

受託者

交付金

②

①
統括管理（マネジメント）

①

② ⑥ ⑥

③ ③

実施設計
④

⑦

⑦ 

実施設計⑧

⑩

⑨

⑩⑤

⑤

改
築
予
算
確
定（
交
付
金
申
請
）

ストマネ計画見直し

2期目事業（2023年～2028年）
柏市公共下水道管路施設包括的予防保全型維持管理業務共同企業体

（ ）奥村組・積水化学・柏管更生有限責任事業組合・東葛環境整備事業協同組合・管清工業・東京設計事務所
の6者による共同企業体
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管路包括を支える
積水化学の製品と技術
管路の調査・診断から設計施工、維持管理までワンストップで対応！
昭和27年のエスロンパイプ発売以来の実績で豊富な製品サービスをご用意します。

劣化調査・診断システム
調査・診断

管に軽い衝撃を与えることにより管を振動させ、
計測された波形の周波数分布を解析する「衝撃弾
性波検査法」により、管体の劣化を定量的
に判定します。

S P R  工 法
複合管更生工法

管内側に硬質塩化ビニル製の
プロファイルを用いた更生管を
築造。裏込めを注入し、更生管と
既設管を一体化する
工法です。

広角カメラ調査と衝撃弾性波検査法による
効果的な管きょマネジメントシステムの実証事業

● 広角カメラ技術により、 
　 短期間で広範囲のスクリーニング調査を実施
● 衝撃弾性波検査法により、管きょの劣化度を定量評価
● 管路情報管理システムにより、
　 調査結果を判定・管理し、
　 効率的な管きょ
　 マネジメントシステムを構築

技術概要

大阪狭山市でのアセット
マネジメント業務を対象として認証取得

積水化学は、アセットマネジメントシステムの国際規格で
ある「ＩＳＯ５５００１」の認証を取得しました。
この認証を取得するのは、管路の維持管理業務を行う
民間企業として初めての事例となります。

（※）アセット：組織にとって潜在的にあるいは実際に価値を有するもの
　　　　　　　（価値は有形／無形のもの、金銭的／非金銭的なものがある）。

ＩＳＯ５５００１とは
ＩＳＯ５５００１には、上下水道、交通、エネルギー、通信などの社会イン
フラおよび建築物や工場などの社会ファシリティに対して、 ハード
だけでなく資金、人材、情報などのマネジメントも含めた計画的
かつ効率的なアセットの管理を実施していくために必要な事項が
規定されています。

平成25年度下水道
革新的技術実証事

業

（B-DASHプロジェ
クト）

自治体の財産を守ります。
下水道管路データバンク（ＧＰＤ）は、管路台帳の全国標準化を進め、
管路台帳の効率的な電子化と運用を図ることを目的に設立された
組織です。維持管理情報を含む管路情報を有効活用することで、自
治体の下水道管路のクライシスマネジメント、アセットマネジメント
を支援し、下水道業界の発展に寄与します。

台帳お預かりサービス（無償）
自治体の下水道管路施設データをお預かりし、災害時
等の有事の際には、クラウドサーバを通じて被災自治体
や支援自治体等に速やかにデータを提供します。
セキュリティ対策を施したクラウド空間にデータを保管
し、いつでもどこでもデータ提供を可能とすることで、
自治体のクライシスマネジメントを支援します。

電子台帳システムの提供（有償）
●維持管理情報が有効活用できる電子台帳
操作性・閲覧性が良く、多彩な出力機能を有するGIS
電子台帳システムを提供します。
維持管理に適した台帳情報項目を準備し、維持管理や
修繕・更新に関する情報を管路施設と関連付けて取り
込むことが可能です。
●ストックマネジメント支援機能
点検時期をお知らせする機能を有し、点検漏れを減らし
ます。維持管理情報から緊急度を自動判別し、修繕・
更新のタイミングを逃しません。
●LGWANとインターネットでのシステム利用が可能
LGWAN（総合行政ネットワーク）とインターネットの
それぞれにサーバを有し、自治体庁舎内外を問わず
台帳データにアクセスすることが可能です。

「ＩＳＯ５５００１」の認証取得

一般社団法人
下水道管路データバンク

自治体の
下水道管路データ

データをクラウド
サーバでお預かり

被災自治体等に
データ提供

災害発生！

GPD

オメガライナー工法
自立管更生工法

小口径管路に折りたたまれた
形状記憶塩ビ管を挿入し、次に
蒸気加熱を加えることで、その
形状記憶塩ビ管が円形復元し、
既設管に密着します。

蒸気で
復元

S P R - N X 工 法
複合管更生工法

SPR工法の特長はそのままに、
小型製管機・支保工レス注入技
術によって安全・短工期で施工
が可能です。

S P R - S E  工 法
自立管更生工法

プロファイルによる更生管だけで
自立強度を確保。既設管の強度を
期待できないような老朽管でも
更生できます。

アセット
マネジメント
支援

クライシス
マネジメント
支援

09 10


